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研究成果の概要（和文）：第1に、日本企業における管理会計情報共有の実態を、郵送質問票調査、Web調査、およびア
ンケート調査により実証的に調査・分析した結果、管理会計情報共有の重要性が指摘され、伝統的財務報告の有用性に
関する批判が高まる中、管理会計情報の共有は実際にはどの程度進んでいるのか、客観的データを示し、明らかにした
。
第2に、インタビュー調査により、組織内および組織外における管理会計情報の共有が、企業を取り巻く各ステイクホ
ルダーに及ぼす影響を事例にもとづいて考察した結果、管理会計情報の共有と企業価値の創造間の間接的な因果関係は
、「組織文化」や「信頼」の概念を介在することで立証可能であることを指摘した。

研究成果の概要（英文）：There are two main aims of this study. The first one is to empirically consider 
and grasp the level and situation of management accounting information sharing with stakeholders in 
Japanese firms, by survey and interviews. The second aim is to reveal the influence of management 
accounting information sharing on various stakeholders, not only investors, but also employees, by 
interviewing to managers in several levels in Japanese firms.

研究分野： 管理会計

キーワード： 管理会計情報の共有
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１．研究開始当初の背景 

近年、国内外を問わず、企業の会計不祥事

は枚挙に暇がない。従来の財務報告に対する

社会的不信の高まりは、企業価値の一時的な

急落を招くだけでなく、企業と企業を取り巻

く多様なステイクホルダーとの関係を長期

にわたって悪化させると指摘されている。 

従来の会計学研究においては、財務諸表が

その主要な考察対象とされてきた。しかし、

財務諸表以外の財務情報や、非財務情報を財

務報告に包摂することの重要性はかねてか

ら指摘されている。1966 年に米国会計学会

（American Accounting Association：AAA）

から公表された『基礎的会計理論』において、

「貨幣額による表現は会計のすべてではな

いし、数量化のすべてでもない」と述べられ

ている。 

また、1971 年に AAA の非財務的測定の有効

性に関する委員会が公表した報告書におい

ては、「会計の一般的概念の興味深い特徴と

して、非財務情報には財務情報と同等の情報

提供能力がある」と結論づけられ、非財務情

報が財務情報と同等の会計情報として位置

づけられている。 

その後、米国財務会計審議会の概念フレー

ムワークにおいては、「財務諸表のほうが有

用な情報をより一層提供できる場合もある

が、財務諸表への注記または補足情報もしく

はその他の財務報告手段のほうが、有用な情

報をより一層提供できる場合もあり、さらに、

かかる財務諸表以外の財務報告の手段を用

いなければ、有用な情報を提供できない場合

もある」と述べられ、財務報告に包摂される

情報内容は財務諸表に限定されておらず、非

財務情報も財務報告に包摂される情報の一

つとして位置づけされている。 

さらに、1994 年に米国公認会計士協会の財

務報告に関する特別委員会（ジェンキンス委

員会）が公表した報告書（『ジェンキンス報

告書』）は、「主要な事業プロセスの業務遂行

方法を示す非財務尺度を含むより長期の価

値を生み出す要因に対していっそう焦点を

当てること」を「事業報告」の役割の一つと

述べ、内部管理目的の会計（管理会計）情報

と外部報告目的の会計（財務会計）情報の整

合化や、非財務情報や将来指向的情報、広範

な目標や戦略に関する情報等の開示の重要

性を指摘している。 

このように、会計学研究において、非財務

情報を開示することの有用性と重要性が指

摘され、非財務情報はその考察対象とされつ

つある。つまり、実績記録情報としての財務

会計情報だけでなく、注意喚起情報および問

題解決（意思決定）情報としての管理会計情

報を公開することの重要性が指摘されるの

である。 

管理会計研究においても、組織内における

情報共有の重要性と効果を指摘する研究が

ある。また、組織間の関係性や相互依存性を

重視し、組織間の情報の流れを形成して相互

作用を推進させるような管理会計への役割

期待が強く現われるようになってきた。組織

内で共有された情報が構成メンバーにもた

らすベネフィット、また組織間で共有された

情報が組織間関係の構成組織にもたらすベ

ネフィットがそれぞれ高められることで相

互の信頼も高まり、信頼関係が構築されると

指摘される。 

このように、管理会計情報の共有の重要性

および効果を指摘する研究や実務の高まり

にも拘らず、日本企業においても、管理会計

情報共有の水準は企業間で大きな隔たりが

ある。経営管理目的に活用される管理会計情

報を外部ステイクホルダーと共有したり、積

極的に組織内で共有しようとする企業があ

る一方で、ステイクホルダーからの共有要請

に対して消極的もしくは限定的にしか対応

しない企業も数多い。その理由のひとつとし

て、先進的な取り組みをしている場合であっ

ても、その努力にかかわらず、自らの価値が



市場で過小評価されていると企業が不満を

有していることが挙げられよう。管理会計情

報の共有が価値創造をもたらすようなメカ

ニズムの解明が期待されているのである。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、管理会計情報の共有が企

業－ステイクホルダー間の信頼関係を構築

し、企業価値創造をもたらすようなマネジメ

ント・モデルを考察することである。 

本研究の中心的課題は 2 つある。第 1 に、

日本企業における管理会計情報共有の実態

を実証的に調査・分析することである。前述

のように、管理会計情報共有の重要性が指摘

され、伝統的財務報告の有用性に関する批判

が高まる中、管理会計情報の共有は実際には

どの程度進んでいるのであろうか。まずこの

点を客観的データを示し、明らかにしたい。 

第 2の課題は、組織内、および組織外にお

ける管理会計情報の共有が、企業を取り巻く

各ステイクホルダーに及ぼす影響を事例に

もとづいて考察することである。本研究の目

的（管理会計情報共有のマネジメント・モデ

ルの提案）を達成するためには、管理会計情

報共有の実態を、多様なステイクホルダーの

視点からも考察することが必要であると筆

者は考える。なぜなら、会計の「利害調整機

能」に鑑みれば、管理会計情報の共有が各ス

テイクホルダーに及ぼす影響を考慮するこ

となく、経営者が情報共有の是非を決定する

ことなど現実的ではないと考えられるから

である。 

 

３．研究の方法 

第一の課題については、Web 上での調査お

よび郵送質問票調査を行った。Web 上での調

査では、各企業の HP 上の情報や、HP よりダ

ウンロード可能な資料（決算短信、有価証券

報告書、決算補足資料、説明会プレゼンテー

ション資料、事業報告書等）を１社づつ詳細

に調査し、共有されている管理会計情報を明

らかにする。調査対象企業は、「食品」、「化

学・医薬品」、「電気機器」、「輸送用機器」

の 4 業種における時価総額上位各 20 社、計

80 社である。 

また、企業の経理部門や IR 部門、経営企

画部門の異なる職位の経営管理者に対する

インタビュー調査を行った。郵送質問票調査

だけでは、経営管理における管理会計情報活

用の現況や、外部から獲得した情報の社内フ

ロー等を含む情報管理体制、IR 組織の位置づ

け、IR 専門スタッフの育成、管理会計情報共

有対する経営トップの関心・関与度、新たな

情報共有の決定プロセスなどの実態を把握

しきれない。そこで、これらの実態をより詳

細に把握することを目的として、インタビュ

ー調査を行った。 

第二の課題については、一般に入手可能な

文献の調査に加えて、複数の企業の経理部門

や IR 部門、経営企画部門の異なる職位の経

営管理者に対するインタビュー調査、企業訪

問による従業員へのインタビュー調査や参

与観察、および企業内部資料の収集・調査を

行った。これらの調査結果に基づいて、筆者

独自の分析フレームワークの構築を目指し

た。 

 

４．研究成果 

Web 上での調査や郵送質問票調査、インタ

ビュー調査の結果、管理会計情報の公開は公

開企業数や公開情報項目の点で拡充傾向に

あることが明らかになった。従来の財務報告

の枠を超えて、「部分情報」（製品別売上情報、

利益の増減分析、セグメント別研究開発費な

ど）や「将来情報」（中長期経営計画、マク

ロの前提、予想の前提など）の公開が浸透し

てきている。過去の実績の説明に止まらず、

将来の利益の可能性を強く意識した形で部

分情報や将来情報を説明していくことが重

要であるとの認識が企業に高まってきてい



ることが窺える。 

その一方で、情報公開における競合間「横

並び」の傾向が観察できた。単に外部からの

要請に従い、受身的かつ消極的な姿勢で情報

公開に臨んでいる企業の存在が指摘されよ

う。「競合他社と比較して見劣りしない程度」

を基準として、形式を整える形で情報を公開

している企業があることが明らかになった。 

企業や、産業クラスター、六次産業化事業

体の事業体関係者（従業員）やコーディネー

ター、学識者に対するインタビュー調査から

は、組織内における管理会計情報共有が組織

構成員に与える影響が多少ではあるが明ら

かになった。 

管理会計情報を共有することが企業－ス

テイクホルダー間で信頼関係を構築し、その

信頼がステイクホルダーの価値創造をもた

らすような行動を導き、企業の価値創造も導

く。管理会計情報の共有と企業業績の向上・

企業価値の創造間の間接的な因果関係は、

「組織文化」、そして「信頼」の概念を介在

することで立証可能であることが指摘でき

た。 
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